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１．アクションプランの概要 

（１）アクションプランとは 

これまで LINE を用いたまちづくりや住民票のオンライン取得等、デジタル技術を活用

することにより、業務の在り方を変革させることで、市民サービスの向上を図ってきまし

たが、新型コロナウイルス感染症をきっかけとした新しい生活様式への変化や国の取組に

対して、本市としてデジタル技術等を活用した市民の利便性向上、行政の働き方改革を含

む業務の効率化などの方向性を示すため、「四條畷市 DX推進計画（以下「DX推進計画」

という。）」を策定しました。 

なわて DX アクションプランは DX 推進計画で定めた「理念」・「基本目標」に従って定

める「重要施策」を達成するために個別具体的な取組をロードマップとして定め、アクシ

ョンプランとして取りまとめたものです。 

それぞれの施策の適切な実施をめざし、具体的な事業内容、実施スケジュール、目標、

成果指標などを示しています。 

 

 

図 1-1：理念から重要施策までの体系図 

  

理念 基本目標 重要施策

1.　多様なオンラインサービスの導入

2.　窓口改革

3.　公共施設経営等のデータの利活用・公共施設機能の分散化

4.　子育て・教育のデジタル化

5.　庁内情報システム及びセキュリティ対策の最適化

6.　庁内業務のデジタル化・効率化

7.　デジタル環境の整備

8.　デジタル・デバイド対策

①　利用者の利便性向上

③　だれもがデジタルの恩恵を受けられる

　　環境整備

②　きめ細かく丁寧な市役所の実現

既成概念に捉われず

笑顔と優しさを共有できる

「畷（なわて）」を

デザイン(実現)する
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（２）アクションプランの提案・採用 

社会情勢やデジタル技術の革新等によって、その取組を柔軟に対応する必要があること

から新たな課題に対する取組について庁内より広く募集し、DX 推進本部にて採用するア

クションプランを決定することとしています。 

新規のアクションプランに基づく取組事業の申請（提案）については、単にシステムを

導入するということではなく、市の業務全体のバランスに注視するとともに、理念・基本

目標・重要施策に基づいた取組となっているか、市民サービスの向上や職員の働き方（業

務改善）に寄与するための定量的な目標数値を掲げられているか、情報セキュリティの観

点から個人情報等のデータ管理・安全性の担保されているのかを DX 推進本部において審

査します。 

また、事業の実施にあたっては、事業責任者及び実施主担所属を定めることとします（事

業課が複数にまたがる場合は、事務局と協議の上、ＤＸ推進本部にて事業責任者及び実施

主体所属を決定します）。 

 なお、審査方法はプレゼンテーション方式を採用します。 

 

 

図 1-2：アクションプラン採択までの流れ 

【審査ポイント】 

・デジタル技術の導入による達成目標（将来の姿）【KGI】や達成目標を実現するための実

績評価指標【KPI】が根拠に基づくもので具体的であるか 

・実施期間（スケジュール）が妥当であるか 

・取組内容が具体的で、現実的なものとなっているか 

・業務フローを洗い出し、見直すことになっているか         など 
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（３）進捗管理 

アクションプランにおける進捗については、四半期に１度を実施し、進捗状況をＤＸ推

進委員会に報告するとともに、半期に１度、ＤＸ推進本部に報告します。必要に応じてＤ

Ｘ推進本部はＤＸ推進委員会へ方針を示し、市として一貫した取組を実施します。 

進捗管理においては、技術革新に伴い、当初想定していた事業の大幅な変更等もあり得

ることから、次ページに記載する評価の柔軟な取り扱いも含めてアクションプランの見直

しの検討も行い、必要に応じて DX 推進本部において内容の変更・追加、廃止を決定する

こととします。 

 

 進捗状況 

頻度 四半期 

取りまとめ 事務局 

報告先 
DX推進委員会（四半期に１度） 

DX推進本部（半期に１度） 

図１-3：進捗状況確認表 
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（４）実績評価・達成目標の評価 

【実績評価指標（KPI）の評価】 

実績評価指標【KPI】は以下のとおり毎年度評価を行います。 

 【S】…実績評価指標を超えて進捗している（達成率 100％超） 

 【A】…概ね実績評価指標のとおり進捗している（達成率 80％～100％） 

 【B】…実績評価指標の進捗に遅れが生じている（達成率 40％～79％） 

 【C】…実績評価指標の進捗がかなり遅れている（達成率 40％未満） 

 

【達成目標（KGI）の評価】 

 達成目標【KGI】は事業実施期間の中間評価及び最終年度に以下のとおり評価するとと

もに、DX推進本部において今後の事業継続等を判断することとします。 

 【S】…成果が達成目標を超えて得られた（達成率 100％超） 

 【A】…成果が達成目標のとおり得られた（達成率 80％～100％） 

 【B】…成果が一定得られた（達成率 40％～79％） 

 【C】…成果がほとんど得られなかった（達成率 10％～39％） 

 【D】…成果を得られなかった（10％未満） 

 

なお、KGIの評価については、事業毎に以下の区分に分けて評価を行うこととします。 

区分 判定 

Ｌ 

① 取組範囲が 3つ以上の部にまたがる事業 

② ①以外の事業でその対象範囲が広範で、かつ住民生活に大きく影

響を及ぼすと推進本部で決定した事業 

M Ｌ区分以外の事業 

図１-４：区分表 
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実績評価 

【KPI】 

達成目標【KGI】 

Ｍ区分 Ｌ区分 

頻度 年度毎 中間・最終年度 

一次評価者 事務局 部長級職員※1 部長級職員※1 

二次評価者 - - 副市長 

最終評価者 ＤＸ推進委員会 -※2 DX推進本部 

※1事業責任者の所属部長において、一次評価を実施する 

※２一次評価者を最終評価者とする 

図１-５：評価表 

（５）アクションプランの状況公表 

 （４）の結果は、アクションプランの更新を行い、毎年度市ホームページ等に公表する

こととします。 
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２．重要施策別ロードマップ一覧 

アクションプランに基づくロードマップを DX推進計画の重要施策別に整理します。 

基本目標① 利用者の利便性向上 

① - １ 多様なオンラインサービスの導入 

No 取組事業（ロードマップ） 事業区分 事業主担課 

1 電子申請システムの利活用 L 情報政策課 

2 電子入札・契約システムの導入及び利活用 L 総務課 

3 ふれあい教室保護者連絡・登室状況管理シ
ステムの導入及び活用 M スポーツ・青少年

課 

① - ２ 窓口改革 

No 取組事業（ロードマップ） 事業区分 事業主担課 

1 
住民 DX（「書かない窓口」・「待たされない窓

口」・「迷わせない窓口」） 
L 市民課 

2 旅券の電子申請 M 市民課 

3 窓口キャッシュレス化推進 L 田原支所 

① - ３ 公共施設経営等のデータ利活用・公共施設機能の分散化 

No 取組事業（ロードマップ） 事業区分 事業主担課 

1 推奨オープンデータ等の公表 L 企画広報課 

2 コンタクトセンター事業 L 秘書政策課 

3 なわて FMシステムの実装【廃止】 L 施設創生課 

① - ４ 子育て・教育のデジタル化 

No 取組事業（ロードマップ） 事業区分 事業主担課 

1 ICTを活用した校務の効率化 M 教育支援センター 

2 AI型ドリルの利活用 M 教育支援センター 

３ 
母子手帳アプリ「なわてっこナビ」による

デジタル予診票の推進 
M 保健センター 

４ 
自動採点ソフトの導入による働き方改革

事業【追加】 
M 教育支援センター 

  

※取組事業名をクリックすると、個別ロードマップへ移動します 
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基本目標② きめ細かく丁寧な市役所の実現 

② - ５ 庁内情報システム及びセキュリティ対策の最適化 

No 取組事業（ロードマップ） 事業区分 事業主担課 

1 情報システムの標準化対応 L 情報政策課 

2 庁内ネットワークの再構築 M 情報政策課 

3 テレワークの普及 L 人事課 

② - ６ 庁内業務のデジタル化・効率化 

No 取組事業（ロードマップ） 事業区分 事業主担課 

1 AI-OCR・RPAの導入及び利活用 L 情報政策課 

2 相談支援業務システムの導入及び利活用 M 情報政策課 

3 地理情報システムの更改及び利活用 M 情報政策課 

4 デジタル人材の育成 M 情報政策課 

 

基本目標③ だれもがデジタルの恩恵を受けられる環境整備 

③ - ７ デジタル環境の整備 

No 取組事業（ロードマップ） 事業区分 事業主担課 

1 マイナンバーカードの普及 M 市民課 

2 災害情報システムの利活用 M 危機管理課 

３ 電子投票実施に向けた検討 M 選挙管理委員会 
事務局 

４ 田原地域スマートシティ推進事業 M 田原支所 

③ - ８ デジタル・デバイド対策 

No 取組事業（ロードマップ） 事業区分 事業主担課 

1 スマホ・パソコン教室の実施 L 情報政策課 

 

  
※取組事業名をクリックすると、個別ロードマップへ移動します 
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３．個別ロードマップ 

【ロードマップの見方】 

  
 

①事業番号、事業区分、事業名称、事業主担課（複数課の事業の場合は旗振り役）、事業責

任者及び、事業の概要を示します。 

②事業の取組スケジュールを示し、年度毎の取組についての概要を示します。 

③事業を実施することにより、期待される効果や目標を示します。 

④実績評価指標【KPI】については、年度毎に目標を設定し、毎年度の進捗管理として実績

と評価を示します。 

達成目標【KGI】については、事業期間の中間及び最終年度に評価を行い、今後の取組の

方針を示します。 

 なお、方針検討中のロードマップについては、方針決定後に【KPI】及び【KGI】を定め、

公表します。

実績評価指標

【KPI】

実績

評価

今後の取組方針

最終実績

最終 中間評価 最終評価K

G

I

達成目標/指標

（数値目標）

【KGI】

中間 中間実績

K

P

I

成果指標 R5（2023） R6（2024） R7（2025） R8（2026） R9（2027）

めざす目標・期待される効果

取組内容

スケジュール R5（2023） R6（2024） R7（2025） R8（2026） R9（2027）

事業主担課 事業責任者

事業概要

事業番号 事業区分

事業名称

① 

② 

③ 

④ 



①-１ 多様なオンラインサービスの導入 
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実績評価指標

【KPI】

実績

評価

今後の取組方針

事業区分 L①-１-1

中間 システム利用者満足度　50％以上

最終 システム利用者満足度　80％以上

事業番号

事業名称 電子申請システムの利活用

事業主担課 総務部　情報政策課 事業責任者 総務部　情報政策課長

中間実績 最終実績

取組内容

事業概要
行政手続きを申請システムを活用し、オンライン化する事で、市民の手続き利便性向上を図るとともに、職員の書類作

成作業・データとりまとめ作業の業務効率化を目的とする。

スケジュール R5（2023） R6（2024） R7（2025） R8（2026） R9（2027）

・手続きがオンライン化される事で、市民が市役所に来庁する手間や窓口で書類を記載する手間が省けるとともに、来庁者の待

ち時間削減・窓口対応の質向上など、窓口対応のサービス満足度向上に繋がる。

・手続きに関するデータが自動でデータベース化・グラフ化される為、職員のデータの手入力・集計作業が削減される。

・各課がそれぞれで電子申請システムを調達する手間が省ける。

めざす目標・期待される効果

成果指標 R5（2023） R6（2024） R7（2025） R8（2026）

S

R9（2027）

K

P

I

ｼｽﾃﾑ普及率40％ ｼｽﾃﾑ普及率60％
ｼｽﾃﾑ普及率８0％

次期システムの選定

ｼｽﾃﾑ普及率100％

次期システム運用開始

41%

K

G

I

達成目標/指標

（数値目標）

【KGI】 中間評価 最終評価

運用

実績評価指標

【KPI】

実績

評価

今後の取組方針

事業主担課

事業区分

事業責任者 総務部　総務課長

取組内容

事業概要
①見積書の授受②契約書の押印をクラウド化させることで、来庁回数を減少するとともに、押印不用となるよう、①については、電子見積サービ

スを実装する。②については、電子契約サービスを実装する。また、入札手続の電子化に向けた検討を行い、電子入札システムを導入する。

スケジュール R5（2023） R6（2024） R7（2025） R8（2026） R9（2027）

L①-１-2事業番号

事業名称 電子入札・契約システムの導入及び利活用

総務部　総務課

契約事務を効率的かつ来庁不要とすることをめざす姿とする。かかる姿を実現させるために契約事務の各種工程を①非対面（接触）②非

押印③ペーパレス（電子化）を進める観点から、各工程のクラウド化を推進する。具体的には、契約手続きにかかる①見積書の授受②契約

書の押印をクラウド化させることで、来庁回数を減少するとともに、押印不用となるよう、①については、購買型プラットフォームを実装する。②

については、電子契約サービスを継続して、実装する。

めざす目標・期待される効果

成果指標 R5（2023） R6（2024） R7（2025） R8（2026）

S

R9（2027）

K

P

I

事業者側：来庁回数（見積書提出

回数）の削減

職員側：現行業務（R4）の業務処

理時間の10％削減

事業者側：来庁回数（見積書提

出回数）の削減

職員側：現行業務（R4）の業務

処理時間の10％削減

事業者側：来庁回数（見積書提

出回数）の削減

職員側：現行業務（R4）の業務

処理時間の10％削減

事業者側：来庁回数（見積書提

出回数）の削減

職員側：現行業務（R4）の業務

処理時間の10％削減

事業者側：来庁回数（見積書提

出回数）の削減

職員側：現行業務（R4）の業務

処理時間の10％削減

事業者側：来庁回数（見積書提出

回数）の削減　207回→202回

職員側：現行業務（R4）の業務処

理時間の10％削減　15.6%削減

中間評価

最終 契約業務の来庁不要型モデルとして構築する。 最終実績 最終評価K

G

I

達成目標/指標

（数値目標）

【KGI】

中間 契約業務の来庁不要型モデルとして構築する。 中間実績

調達 電子見積サービス運用

調達 電子契約サービス運用

比較検討 電子入札システム構築・運用調達 電子入札システム構築

※ロードマップをクリックすると、重要施策別一覧へ移動します 



①-１ 多様なオンラインサービスの導入 
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実績評価指標

【KPI】

実績

評価

今後の取組方針

中間評価

最終 システム利用者満足度　80％以上 最終実績 最終評価K

G

I

達成目標/指標

（数値目標）

【KGI】

中間 システム利用者満足度　50％以上 中間実績

成果指標 R5（2023） R6（2024） R7（2025） R8（2026）

C

R9（2027）

K

P

I

システムの仕様決定 システムの仕様決定

実績なし

保護者が欠席連絡をアプリを通じて行うことができるようになることで、子どもの出欠が今以上に明確になることに加え、登退室をシステム

で管理し保護者が確認できる環境を作ることで所在の確認がしやすくなるため、安全管理がしやすくなる。

また、保護者への緊急連絡がしやすくなり、新型コロナウイルス感染症や災害等で緊急に閉室するためお迎えが必要な時も、連絡がとりや

すくなる。

めざす目標・期待される効果

事業番号

事業名称 ふれあい教室保護者連絡・登室状況管理システムの導入及び利活用

教育部　青少年育成課事業主担課

事業区分

事業責任者 教育部　青少年育成課長

取組内容

事業概要
ふれあい教室における保護者からの欠席連絡やふれあい教室からの一斉連絡に加え、児童の登退室を管理するシステ

ム及びアプリを導入する。

スケジュール R5（2023） R6（2024） R7（2025） R8（2026） R9（2027）

M①-１-3

研究・選定準備

調達

運用

※ロードマップをクリックすると、重要施策別一覧へ移動します 
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実績評価指標

【KPI】

実績

評価

今後の取組方針

中間評価

最終 R8年度書かない窓口の利用満足度4.2 最終実績 最終評価K

G

I

達成目標/指標

（数値目標）

【KGI】

中間 R6年度書かない窓口の利用満足度3.2 中間実績

成果指標 R5（2023） R6（2024） R7（2025） R8（2026）

C

R9（2027）

K

P

I

システム構築完了
書かない窓口システム

構築完了

次年度へ見送り

庁内窓口における手続きの利用環境を電子化し、「書かない窓口」を実現する。これにより、市民サービスの利便性向上及び手続き時間の

短縮等を図り、住民にやさしい、職員にやさしい環境をめざす。

あわせて、電子での事前申請を活用した「待たされない窓口」や、異動に伴う部署を適切に案内する「迷わない窓口」の調査研究を行う。

めざす目標・期待される効果

事業番号

事業名称 住民DX（「書かない窓口」・「待たされない窓口」・「迷わせない窓口」）

市民生活部　市民課事業主担課

事業区分

事業責任者 市民生活部　市民課長

取組内容

事業概要
庁内窓口手続き環境電子化の一環。転入・転出などの届を窓口業務の時間短縮による市民サービス向上を目的とし

て、申請サービスの電子化による窓口業務にかかる執務環境の改善を同時に行う。（いわゆる書かない窓口の実施）

スケジュール R5（2023） R6（2024） R7（2025） R8（2026） R9（2027）

L①-２-1

運用

調達・構築

実績評価指標

【KPI】

実績

評価

今後の取組方針

事業主担課

①-２-2

事業責任者 市民生活部　市民課長

取組内容

事業概要
庁内窓口手続き環境電子化の一環。旅券の申請の電子化を行うことにより、クレジット納付による利便性の向上、市民

サービスの向上をめざす。

スケジュール R5（2023） R6（2024） R7（2025） R8（2026） R9（2027）

事業区分 M事業番号

事業名称 旅券の電子申請（各種申請のDX化）

市民生活部　市民課

30.77%（2月末時点）

旅券業務のオンライン申請を実施する。これにより待ち時間の短縮及び、クレジット納付が行われ、市民の利便性が向上する。また、印紙の

取扱いなどが軽減され職員負担の軽減が期待できる。

めざす目標・期待される効果

K

G

I

達成目標/指標

（数値目標）

【KGI】

中間 旅券申請の全申請のうち、オンライン手続き率　５０％ 中間実績

成果指標 R5（2023） R6（2024） R7（2025） R8（2026）

S

R9（2027）

K

P

I

旅券申請の全申請のうち、オ

ンライン申請利用率：１０％

旅券申請の全申請のうち、オ

ンライン申請利用率：３０％

旅券申請の全申請のうち、オ

ンライン申請利用率：５０％

中間評価

最終 旅券申請の全申請のうち、オンライン手続き率　８０％ 最終実績 最終評価

調達

構築

運用

※ロードマップをクリックすると、重要施策別一覧へ移動します 
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実績評価指標

【KPI】

実績

評価

今後の取組方針

事業主担課

事業区分

事業責任者 田原支所課長

取組内容

事業概要 窓口業務におけるキャッシュレス決済の促進

スケジュール R5（2023） R6（2024） R7（2025） R8（2026） R9（2027）

①-２-3 L事業番号

事業名称 窓口キャッシュレス化推進

田原支所

めざす目標

市役所公金取り扱い窓口でのキャッシュレス化推進。

来庁者のニーズに合わせたキャッシュレス化の推進を図る。

期待される効果

多様な決済手段導入による来庁者の利便性向上。

めざす目標・期待される効果

成果指標 R5（2023） R6（2024） R7（2025） R8（2026）

A

R9（2027）

K

P

I

・キャッシュレス利用可能窓

口数：３か所

・証明通数におけるキャッ

シュレス化率：１０％

・キャッシュレス利用可能窓

口数：５か所

証明通数におけるキャッ

シュレス化率：１５％

・キャッシュレス利用可能窓

口数：５か所

・証明通数におけるキャッ

シュレス化率：３０％

・キャッシュレス利用可能窓

口数：５か所

・証明通数におけるキャッ

シュレス化率：３５％

・キャッシュレス利用可能窓

口数：５か所

・証明通数におけるキャッ

シュレス化率：４０％

・キャッシュレス利用可能窓

口数：３か所

・証明通数におけるキャッシュ

レス化率：9％

中間評価

最終 利用者満足度：７５％ 最終実績 最終評価K

G

I

達成目標/指標

（数値目標）

【KGI】

中間 利用者満足度：６５％ 中間実績

運用

他部署との協議
他部署

展開

※ロードマップをクリックすると、重要施策別一覧へ移動します 
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実績評価指標

【KPI】

実績

評価

今後の取組方針

事業主担課

①-３-1

事業責任者 総合政策部　企画広報課長

取組内容

事業概要

本市が所有する各種データ（統計データ）をオープンデータ化し、民間企業等で利活用する機会を創出することにより「国民参加・官民協働の

推進を通じた諸課題の解決、経済の活性化」、「行政の高度化・効率化」、「透明性・信頼性の向上」をめざすべく、データ項目の整理を進める

ことに加えて、データへのアクセスが容易となるようホームページへ掲載方法を見直しする。

スケジュール R5（2023） R6（2024） R7（2025） R8（2026） R9（2027）

事業区分 L事業番号

事業名称 推奨オープンデータ等の公表（整理）

総合政策部　企画広報課

めざす目標：公共データの公開と利活用により地域の課題を解決する

期待される効果

１：国民参加・官民協働の推進を通じた諸課題の解決、経済の活性化　２：行政の高度化・効率化　３：透明性・信頼性の向上

めざす目標・期待される効果

成果指標 R5（2023） R6（2024） R7（2025） R8（2026）

A

R9（2027）

K

P

I

セット済みデータ数

197件

セット済みデータ数

200件

セット済みデータ数

210件

セット済みデータ数

230件

セット済みデータ数

250件

197件

中間評価

最終 市ＨＰ（ページ別訪問数）400件 最終実績 最終評価K

G

I

達成目標/指標

（数値目標）

【KGI】

中間 市ＨＰ（ページ別訪問数）200件 中間実績

運用・データ更新

情報収集・検討 データ整理

（棚卸）

HP掲載

実績評価指標

【KPI】

実績

評価

今後の取組方針

事業主担課

①-３-2

事業責任者 総合政策部　次長

取組内容

事業概要
電話取次時間の短縮化や問合せ方法の拡充をはかるため、ハイブリッド型PBX・AIチャットボットを実装し、コンタクトセンターに組み込んで問

合せ業務の最適化をはかる。

スケジュール R5（2023） R6（2024） R7（2025） R8（2026） R9（2027）

事業区分 L事業番号

事業名称 コンタクトセンター事業

総合政策部　秘書政策課

【めざす目標】　住民サービスをさらに充実できる環境を構築する。

【期待される効果】

①待たされない問合せ対応： 1 件あたりの取次時間を 1.5 分から0.4 分に短縮

②市民満足度の向上：AI チャットボットによる問題解決率を 80％以上

③職員負荷軽減による付加価値業務創出環境：職員対応時間を年間 3,167 時間削減すること

めざす目標・期待される効果

成果指標 R5（2023） R6（2024） R7（2025） R8（2026）

A

R9（2027）

K

P

I

サービスの実装

（年間スケジュールの達成率

100％）

取次時間（0.5分）

AIチャットボット解決率（60％）

職員負荷軽減による付加価値業

務創出（1,267時間）

取次時間（0.4分）

AIチャットボット解決率（80％）

職員負荷軽減による付加価値業

務創出（3,167時間）

取次時間（0.3分）

AIチャットボット解決率（80％）

職員負荷軽減による付加価値業

務創出（3,167時間）

取次時間（0.3分）

AIチャットボット解決率（80％）

職員負荷軽減による付加価値業

務創出（3,167時間）

年間スケジュールのとおり

サービスを実装した。

中間評価

最終
市役所内で蓄積される統計情報（問合せ情報等）をもとに、業務改

善を推進する。（業務改善数40件）
最終実績 最終評価K

G

I

達成目標/指標

（数値目標）

【KGI】

中間
市役所内で蓄積される統計情報（問合せ情報等）をもとに、業務改

善を推進する。（業務改善数24件）
中間実績

調達 運用

スマートフォン・PCでの通話対象の拡大（事業番号2-5-3と連携）

音声データ・文字情報をもとにFAQデータを蓄積し、「市民ニーズ」データ利活用

※ロードマップをクリックすると、重要施策別一覧へ移動します 
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実績評価指標

【KPI】

実績

評価

廃止理由

中間評価

最終 最終実績 最終評価K

G

I

達成目標/指標

（数値目標）

【KGI】

中間 中間実績

【令和５年度】

各施設の所管部署による施設情報、光熱水費などの維持管理費用、点検結果や修繕情報の入力を行い、各施設の情報整理やその方法の統

一が全庁的になされるなど一定の役割を果たしたものと考え、ロードマップを廃止する。

今後公共施設の再編によって施設を整備していく中で、利活用の再度検討を行う。

成果指標 R5（2023） R6（2024） R7（2025） R8（2026）

S

R9（2027）

K

P

I

公共施設におけるDX化（各施設

でのAI等先端技術の実装化率）

令和４年度：20％以上　（※国庫

支出金等の活用を前提）

公共施設におけるDX化とし

て、FMシステムを導入し、対

象施設の全37施設すべてで

LCC,自己点検・リスク評価

等のFM業務の台帳化を実

施したため、DX化の実績割

合は100％とする。

①情報の網羅性

　公共施設情報を一元化するだけではなく、公共施設情報をキーに様々な業務（属性）情報と掛け合わせることによって、公民連携・市民へ

の情報発信（見える化）を推進しながら、付加価値創出に寄与する。

②情報収集の手段

　公共施設情報は、これまでの情報を登録することで台帳化を実現できる一方で、行政情報の中には職員が人力で集計・加工しているも

のがあり負担感や正確性に課題がある。

③施設を起点とした行政サービス

　行政サービスには、施設を伴うサービスが多い。こうしたことから、各公共施設での働き方改革を踏まえ、市民サービスを向上させる過程

において、デジタル技術は検討対象となる。デジタル化を実装するためには、その背景に「データ」が介在する特性がある。

④情報収集の自動化・政策判断・説明の有り様の変容

　上記②、③の事業特性に、市民・職員双方にメリットのある取組みを実現させながら、収集情報を公共施設情報に紐づけていくことによっ

て、より質の高い情報基盤へ成長させ、データに基づく定量的な政策判断、説明責任を果たすことができる。

　これらを実現させるため、様々な行政課題に対して台帳化（データ化）することが必要であり、FM（ファシリティマネジメント）業務において、

『①施設管理』『②警備』『③点検・診断』『④補修・修繕』『⑤受付』『⑥現場作業の記録・管理』『⑦業者への発注』に係る業務情報を台

帳化する。

めざす目標・期待される効果

事業番号

事業名称 なわてＦＭシステムの実装【廃止】

施設創生課事業主担課

事業区分

事業責任者 施設創生課長

取組内容

事業概要

公共施設マネジメントシステムの調達に向けた検討の中、FMの観点から更なる市民サービスの向上を見込める提案ができるとの結論に至っ

た。庁外との情報共有・AI・IOT機器との連携を前提にしたプラットフォームを調達し、公共施設管理業務の在り方を変容させる（ＤＸ化させる）

ことで、①市民サービスの向上、②業務の自動化・省力化、③コスト削減を目的とした提案を行う。

スケジュール R5（2023） R6（2024） R7（2025） R8（2026） R9（2027）

①-３-3 L

FM要件定義・各公共施設DX化、FMシステムの稼働

※ロードマップをクリックすると、重要施策別一覧へ移動します 
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実績評価指標

【KPI】

実績

評価

今後の取組方針

中間評価

最終
話し合う活動を通じて、考えを深めたり、広げたりすることができてい

ると答えた児童・生徒の割合８２％
最終実績 最終評価K

G

I

達成目標/指標

（数値目標）

【KGI】

中間
話し合う活動を通じて、考えを深めたり、広げたりすることができてい

ると答えた児童・生徒の割合８０％
中間実績

成果指標 R5（2023） R6（2024） R7（2025） R8（2026）

S

R9（2027）

K

P

I

教員１人あたりの業務削減

時間数（年間平均）

小104時間中190時間

教職員が事務の軽減が図れ

た回答割合50％以上

教職員が事務の軽減が図れ

た回答割合50％以上

教員１人あたりの業務削減

時間数（年間平均）

小80時間　中３６時間　削減

・データの一元管理、集計の自動化により、事務処理にかかる時間を短縮し、教員の本来業務である児童生徒と向き合う時間が確保でき

る。

・蓄積したデータを学校経営の改善や指導の充実に役立てることで教育の質の向上が見込める。

めざす目標・期待される効果

ICTを活用した校務の効率化

教育部　教育支援センター事業主担課

①-４-1

事業責任者 教育部　教育支援センター長

取組内容

事業概要
教員ごと個々に管理している学籍、出欠、成績等の情報をシステム化することで校務の効率化、標準化を図り、生み出し

た時間を教育の質の向上に充てる。

スケジュール R5（2023） R6（2024） R7（2025） R8（2026） R9（2027）

事業区分 M事業番号

事業名称

運用

実績評価指標

【KPI】

実績

評価

今後の取組方針

中間評価

最終
全国標準学力検査結果標準偏差平均５0　もしくは

全国学力・学習状況調査平均正答率を全国平均に上昇
最終実績 最終評価K

G

I

達成目標/指標

（数値目標）

【KGI】

中間
全国標準学力検査結果標準偏差平均５０　もしくは

全国学力・学習状況調査平均正答率を全国平均に上昇
中間実績

成果指標 R5（2023） R6（2024） R7（2025） R8（2026）

S

R9（2027）

K

P

I

児童生徒がICT機器を活用する

ことで、進んで学習するようになっ

たと答えた児童生徒の割合

60%

児童生徒がICT機器を活用する

ことで、進んで学習するようになっ

たと答えた児童生徒の割合

65%

児童生徒がICT機器を活用する

ことで、進んで学習するようになっ

たと答えた児童生徒の割合

７０%

63.2

・AI型ドリルを導入することで、個々の習熟度に合った問題を練習することができる。各単元で求められている知識、技能が習得できていない児童生徒はくり返し課題

に取り組むことができる。必要に応じて前学年の問題も提示されるようになっている。習得できている児童生徒は次の学年も視野に入れた発展問題に取り組むこと

で、さらなる知識・技能を習得することが可能となる。螺旋状に学習を積み重ねることにより、知識・技能の確実な定着を図ることができ、児童生徒の学力の底上げが

期待できる。

・市内全ての小中学校で導入することにより、指導の統一化を図ることができる。

めざす目標・期待される効果

AI型ドリルの利活用

教育部　教育支援センター事業主担課

①-４-2

事業責任者 教育部　教育支援センター長

取組内容

事業概要
学習者用タブレットPCにAI型ドリルを導入することで、児童生徒の習熟度に応じた学習支援の強化を行い、個別最適

化の実現をめざす。

スケジュール R5（2023） R6（2024） R7（2025） R8（2026） R9（2027）

事業区分 M事業番号

事業名称

運用

※ロードマップをクリックすると、重要施策別一覧へ移動します 
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実績評価指標

【KPI】

実績

評価

今後の取組方針

取組内容

①-４-3 事業区分 M

事業概要
母子手帳アプリ「なわてっこナビ」上で、予防接種の予診票を入力・送信できるようにすることで、保護者、医療機関、保

健センター3者の利便性や、入力作業の省略化などを図る

スケジュール R5（2023） R6（2024） R7（2025） R8（2026） R9（2027）

事業番号

事業名称 母子手帳アプリ「なわてっこナビ」によるデジタル予診票の推進

事業主担課 健康福祉部　保健センター 事業責任者 健康福祉部　保健センター所長

・デジタル予診票で基本情報（氏名・住所など）を自動入力することができ、同時に予防接種を実施する際の問診項目は重複内容を一括入力することが可能。

・保護者より医療機関に提出のあったデジタル予診票は、電子カルテの要領で確認を行うことができる。不審点などはシステムで表示されるため確認が容易となる。

・毎月の請求業務においては、母子モのシステムを通じて請求金額が自動計算されるため照合不要。健康管理システムへの入力はデータの取込みとなり事務量が削

減される。

めざす目標・期待される効果

成果指標 R5（2023） R6（2024） R7（2025） R8（2026）

B

R9（2027）

K

P

I

デジタル予診票への移行

78%

デジタル予診票への移行

85%

デジタル予診票への移行

90%

39.70%

中間評価

最終
（市民意識調査）

この地域で今後も子育てし続けたいと答えた市民の割合　95%
最終実績 最終評価K

G

I

達成目標/指標

（数値目標）

【KGI】

中間 - 中間実績

システム

改修
運用

調整

実績評価指標

【KPI】

実績

評価

今後の取組方針

最終実績

最終 サービス利用者満足度　80％ 中間評価 最終評価K

G

I

達成目標/指標

（数値目標）

【KGI】

中間 サービス利用者満足度　70％ 中間実績

成果指標 R5（2023） R6（2024） R7（2025） R8（2026） R9（2027）

K

P

I

採点業務の削減時間数

（全体）　20％減

採点業務の削減時間数

（全体）　30％減

採点業務の削減時間数

（全体）　40％減

採点業務の削減時間数

（全体）　50％減

　デジタル採点システムの導入により、テスト実施時における採点業務の時間数及び教職員の肉体的負荷を削減する。

又、分析機能（分野別得点分布他）を活用することで、個別面談等における学習支援を高度化することを目的とする。

　生徒にとっては採点済答案のフィードバックが迅速化することで、誤答に対する再確認等テストの振り返りに対する

モチベーションが向上することが期待される。

めざす目標・期待される効果

取組内容

スケジュール R5（2023） R6（2024） R7（2025） R8（2026） R9（2027）

事業主担課 教育部　教育支援センター 事業責任者 教育部　教育支援センター長

事業概要
中学校でのテスト時における採点業務をデジタル技術を活用して効率化するとともに、成績データの蓄積と活用を通じ

て学習支援内容を高度化する。

事業番号 1-4-4 事業区分 M

事業名称 自動採点ソフトの導入による働き方改革事業

システムの利活用検討

調達 導入 運用

システム連携(学習eポータル/校務システム他）
運用

ル－ル
研修

※ロードマップをクリックすると、重要施策別一覧へ移動します 



②-５ 庁内情報システム及びセキュリティ対策の最適化 

 19 / 25 

 

実績評価指標

【KPI】

実績

評価

今後の取組方針

中間評価

最終 標準準拠システムへの移行及び運用開始 最終実績 最終評価K

G

I

達成目標/指標

（数値目標）

【KGI】

中間 令和６年１０月までに構築事業者を決定 中間実績

成果指標 R5（2023） R6（2024） R7（2025） R8（2026）

A

R9（2027）

K

P

I

調達方針決定

予算確保完了
構築着手

構築完了

運用開始

調達方針決定

予算確保完了

法律に基づく20業務について、令和７年度までに標準仕様準拠システムに移行・運用開始する。

めざす目標・期待される効果

情報システムの標準化対応

総務部　情報政策課事業主担課

②-５-1

事業責任者 総務部　情報政策課長

取組内容

事業概要 　地方公共団体情報システムの標準化に関する法律に従い、令和７年度までに標準仕様に準拠した情報システムへ移行する

スケジュール R5（2023） R6（2024） R7（2025） R8（2026） R9（2027）

事業区分 L事業番号

事業名称

RFI

方針

決定

差異分析

調達

構築

運用

実績評価指標

【KPI】

実績

評価

今後の取組方針

中間評価

最終 職員アンケートの満足度：80％以上 最終実績 最終評価K

G

I

達成目標/指標

（数値目標）

【KGI】

中間 令和６年11月までに構築事業者を決定 中間実績

成果指標 R5（2023） R6（2024） R7（2025） R8（2026）

A

R9（2027）

K

P

I

仕様の決定 調達完了・運用開始 セキュリティ事故件数０件

仕様骨子作成

　情報資産を外部の攻撃や災害等から守り、また事業の継続性等も備えた安心・安全な情報セキュリティを担保する。加えて職員等の利便

性等に配慮し、生産性の向上に寄与するネットワーク等の構成を構築する。

めざす目標・期待される効果

庁内ネットワークの再構築

総務部　情報政策課事業主担課

②-５-2

事業責任者 総務部　情報政策課長

取組内容

事業概要 　情報セキュリティを担保しながらも、新たな技術等を取り入れた庁内のネットワークを構築する。

スケジュール R5（2023） R6（2024） R7（2025） R8（2026） R9（2027）

事業区分 M事業番号

事業名称

情報取集等

仕様決定

調達

構築

運用

※ロードマップをクリックすると、重要施策別一覧へ移動します 



②-５ 庁内情報システム及びセキュリティ対策の最適化 

 20 / 25 

 

 

  

実績評価指標

【KPI】

実績

評価

今後の取組方針

中間評価

最終 利用者アンケート満足度　80％以上 最終実績 最終評価K

G

I

達成目標/指標

（数値目標）

【KGI】

中間 利用者アンケート満足度　50％以上 中間実績

成果指標 R5（2023） R6（2024） R7（2025） R8（2026）

B

R9（2027）

K

P

I

職員認知90％以上 職員認知90％以上 職員認知90％以上

63%

・テレワークの制度化によって、職員の働き方の１つの選択肢が増える。

・テレワークの導入により感染症対策、職員の育児や介護のワークライフバランスの推進等の効果が見込まれる。

めざす目標・期待される効果

テレワークの普及

総務部　人事課事業主担課

②-５-3

事業責任者 総務部　人事課長

取組内容

事業概要
様々な働き方が選択できる環境づくりを行うことで、職員の働きやすさの向上につなげるために「テレワーク」制度を整

備し、普及させていく。

スケジュール R5（2023） R6（2024） R7（2025） R8（2026） R9（2027）

事業区分 L事業番号

事業名称

運用

制度周知 普及状況確認

※ロードマップをクリックすると、重要施策別一覧へ移動します 
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実績評価指標

【KPI】

実績

評価

今後の取組方針

事業主担課

②-６-1

事業責任者 総務部　情報政策課

取組内容

事業概要
日々のルーティン業務や帳票からシステムへの入力作業等の単純業務について、OCRやRPAの導入により自動化を進める。これらにより業務

効率化を図ることで、対面業務や政策立案などの市民サービス、行政サービスの向上へつながる業務へ注力できる環境を整える。

スケジュール R5（2023） R6（2024） R7（2025） R8（2026） R9（2027）

事業区分 L事業番号

事業名称 AI-OCR・RPAの導入及び利活用

総務部　情報政策課

職員の単純作業の自動化を進めることで、対面業務や政策立案など職員が行うべき業務に注力できる環境を整えることで業務の効率化を図る

めざす目標・期待される効果

成果指標 R5（2023） R6（2024） R7（2025） R8（2026）

B

R9（2027）

K

P

I

利用所属課：10 利用所属課：15 利用所属課：20

利用所属課：5

中間評価

最終 導入業務における事務削減時間：60％ 最終実績 最終評価K

G

I

達成目標/指標

（数値目標）

【KGI】

中間 導入業務における事務削減時間：40％ 中間実績

調達

運用

実績評価指標

【KPI】

実績

評価

今後の取組方針

事業主担課

②-６-2

事業責任者 総務部　情報政策課

取組内容

事業概要
子ども未来部及び健康福祉部が所管する相談業務において、相談内容から必要な聞き取り項目をシステム上でガイダンスすることで、職員の

対応能力の標準化を図ること。また文字起こしを可能にすることで相談記録の作成など職員側の支援を実現する。

スケジュール R5（2023） R6（2024） R7（2025） R8（2026） R9（2027）

事業区分 M事業番号

事業名称 相談支援システムの導入及び利活用

総務部　情報政策課

相談記録の作成などの事務負担の軽減、ガイダンス機能を活用した支援制度の案内を可能とすることで、職員が相談対応に注力できる環境を整備し、安定した長期

的継続的な相談支援が可能な環境を整え、市民サービスの向上をめざす。

めざす目標・期待される効果

成果指標 R5（2023） R6（2024） R7（2025） R8（2026）

C

R9（2027）

K

P

I

前年度相談件数の内、

１0％で活用

前年度相談件数の内、

２0％で活用

前年度相談件数の内、

３0％で活用

2.3%

中間評価

最終 職員事務時間を３0％削減 最終実績 最終評価K

G

I

達成目標/指標

（数値目標）

【KGI】

中間 職員事務時間を10％削減 中間実績

調達

運用

※ロードマップをクリックすると、重要施策別一覧へ移動します 
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実績評価指標

【KPI】

実績

評価

今後の取組方針

中間評価

最終 利用者満足度：80％以上 最終実績 最終評価K

G

I

達成目標/指標

（数値目標）

【KGI】

中間 - 中間実績

成果指標 R5（2023） R6（2024） R7（2025） R8（2026）

A

R9（2027）

K

P

I

システム構築完了 公開型GIS構築完了
公開型GISへのアクセス数

2,000件

公開型GISへのアクセス数

3,200件

公開型GISへのアクセス数

4,000件

３/18システム運用開始

道路台帳や都市計画台帳などのデータを集約化し、市民や事業者に公開をすることで、問い合わせ業務の削減等業務効率化や住民サー

ビスの向上をめざすための検討を行う。

本件はその基盤を整備するものとする。

めざす目標・期待される効果

事業番号

事業名称 地理情報システム（GIS）の更改及び利活用

総務部　情報政策課事業主担課

②-６-3

事業責任者 総務部　情報政策課長

取組内容

事業概要 統合型GISの更改と、今後のデータの利活用や市民への公開等の検討を進める。

スケジュール R5（2023） R6（2024） R7（2025） R8（2026） R9（2027）

事業区分 M

調達 構築 運用

システムの利活用検討

システム拡充 システム拡充

実績評価指標

【KPI】

実績

評価

今後の取組方針

中間評価

最終 -（ビジョンの策定後設定） 最終実績 最終評価K

G

I

達成目標/指標

（数値目標）

【KGI】

中間 ビジョンの策定 中間実績

成果指標 R5（2023） R6（2024） R7（2025） R8（2026）

A

R9（2027）

K

P

I

研修会2回

個別支援８回

研修会：10回

DX人材育成ビジョン策定

研修会：7回

個別支援：2回

DXについての理解を深めることで、業務の見直しや改善に向けた取組を推進させる。また各所属が抱える業務課題を改善する支援を行う

ことで、業務効率化を実現し、市民サービスの向上に繋げる。

めざす目標・期待される効果

事業番号

事業名称 デジタル人材の育成

総務部　情報政策課事業主担課

②-６-4

事業責任者 総務部　情報政策課

取組内容

事業概要
DXに関する理解やデジタル技術の習得支援に関する研修を通じ、既存業務の見直しや業務効率化に向けた取り組み及びデジタル技術の活

用を考えられる人材を育成する。また、人材育成ビジョンの策定を行い、ビジョンに基づく研修計画を実施する。

スケジュール R5（2023） R6（2024） R7（2025） R8（2026） R9（2027）

事業区分 M

調達

DX人材育成ビジョン策定

研修・個別支援

※ロードマップをクリックすると、重要施策別一覧へ移動します 
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実績評価指標

【KPI】

実績

評価

今後の取組方針

中間評価

最終 R7年度にマイナンバーカード保有率：約100％ 最終実績 最終評価K

G

I

達成目標/指標

（数値目標）

【KGI】

中間 - 中間実績

成果指標 R5（2023） R6（2024） R7（2025） R8（2026）

A

R9（2027）

K

P

I

マイナンバーカード交付率

８０．７２％

マイナンバーカード申請率

９０％

マイナンバーカード申請率

約１００％

77.51％（2月末時点）

四條畷市DX推進計画を進めるうえで、重要なキーとなる、マイナンバーカード交付率を引き続き取り組んでいく。

マイナンバーカードに搭載される電子証明書は、「公的個人認証サービス」として国が唯一認めるオンライン本人確認手段として利用され

る。これにより、行政手続きの迅速化、国民の利便性向上の期待される。

めざす目標・期待される効果

事業番号

事業名称 マイナンバーカードの普及

市民生活部　市民課事業主担課

③-７-1

事業責任者 市民生活部　市民課長

取組内容

事業概要
四條畷市マイナンバーカード交付円滑化計画に基づき、マイナンバーカード普及を行うこと。

スケジュール R5（2023） R6（2024） R7（2025） R8（2026） R9（2027）

事業区分 M

マイナンバーカード申請・更新受付（夜間・土曜開庁の実施）

出張申請受付 出張申請受付 出張申請受付

実績評価指標

【KPI】

実績

評価

今後の取組方針

中間評価

最終 -(方針・仕様の決定後に設定) 最終実績 最終評価K

G

I

達成目標/指標

（数値目標）

【KGI】

中間 -(方針・仕様の決定後に設定) 中間実績

成果指標 R5（2023） R6（2024） R7（2025） R8（2026）

B

R9（2027）

K

P

I

方針・仕様の決定
端末導入及び

運用方法の検討

令和６年度導入予定の公用

スマホの活用を検討する。

災害時における地区との避難情報や被害情報の共有に限らず、平常時においても市が把握した情報をリアルタイムに提供するなど、システ

ムの利活用を検討する。

めざす目標・期待される効果

事業番号

事業名称 災害情報システムの利活用

都市整備部　危機管理課事業主担課

③-７-2

事業責任者 都市整備部　危機管理課長

取組内容

事業概要
令和３年度に本稼働した災害情報システムを利活用し、職員間で共有すべき情報に限らず、市民への情報提供や、地

区との情報連携を、迅速かつ、効率的に実施することにより、業務効率化と市民満足度の向上を目的とする。

スケジュール R5（2023） R6（2024） R7（2025） R8（2026） R9（2027）

事業区分 M

利活用の検討

方針決

端末導入の検討

運用方法の検討

※ロードマップをクリックすると、重要施策別一覧へ移動します 



③-７ デジタル環境の整備 
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実績評価指標

【KPI】

実績

評価

今後の取組方針

中間評価

最終
前回の市議会議員選挙における開票時間の３分の１（５５分）での

完了
最終実績 最終評価K

G

I

達成目標/指標

（数値目標）

【KGI】

中間 前回の市長選挙における開票時間の２分の１（４５分）での完了 中間実績

成果指標 R5（2023） R6（2024） R7（2025） R8（2026）

B

R9（2027）

K

P

I

条例案等の可決 市長選挙での実施完了
統一地方選挙に向けた課

題等の整理

統一地方選挙に向けたシス

テムや運用方法の改良等

　統一地方選挙での

　実施完了

基準に適合したシステムが未開発の

ため、条例案等を上程できなかった。

　電子投票の導入により、開票に要する時間を大幅に短縮することができ、職員の負担軽減及び人件費の抑制を図ることができる。また、

無効票（白紙投票を除く。）がなくなることにより、選挙人の正確な意思が選挙結果に反映される。

めざす目標・期待される効果

事業番号

事業名称 電子投票実施に向けた検討

選挙管理委員会事務局事業主担課

③-７-3

事業責任者 選挙管理委員会事務局長

取組内容

事業概要
地方選挙における当日投票及び期日前投票について、これまでの紙による投票用紙での投票に代えて、タブレット端末

などを用いた電子投票を実施する。

スケジュール R5（2023） R6（2024） R7（2025） R8（2026） R9（2027）

事業区分 M

ベンダーとの協議及び調整、課題などの整理等

運用

条例の制定等 周知等 関係機関と調整等 周知等

実績評価指標

【KPI】

実績

評価

今後の取組方針

中間評価

最終
地域ボランティア等による安定した地域内運行で自動運転車等乗車

数延べ６００人
最終実績 最終評価K

G

I

達成目標/指標

（数値目標）

【KGI】

中間 R7年度に自動運転車等乗車数延べ６００人 中間実績

成果指標 R5（2023） R6（2024） R7（2025） R8（2026）

S

R9（2027）

K

P

I

自動運転車等乗車数

２００人

自動運転車等乗車数

２００人

自動運転車等乗車数

２００人

自動運転車等乗車数

２００人

自動運転車等乗車数

２００人

自動運転車等乗車数

２32人

めざす目標

地域内にラストワンマイルの移動手段を導入することで地域内の移動が容易になる。

期待される効果

まちの中心地にある商業施設と府県境にある図書館・公民館機能を有する文化施設への移動が気軽にできる仕組みづくりを行うことで双

方の利便性が向上し、各施設の賑わいが創出される。

めざす目標・期待される効果

事業番号

事業名称 田原地域スマートシティ推進

田原支所事業主担課

③-７-4

事業責任者 田原支所課長

取組内容

事業概要 けいはんな学研区域（田原地域）における自動運転を起点とした持続可能な地域主体のまちづくり

スケジュール R5（2023） R6（2024） R7（2025） R8（2026） R9（2027）

事業区分 M

運用

調整等

準備等

導入

※ロードマップをクリックすると、重要施策別一覧へ移動します 



③-８ デジタル・デバイド対策 
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実績評価指標

【KPI】

実績

評価

今後の取組方針

中間評価

最終 参加者アンケートの満足度：80％ 最終実績 最終評価K

G

I

達成目標/指標

（数値目標）

【KGI】

中間 参加者アンケートの満足度：60％ 中間実績

成果指標 R5（2023） R6（2024） R7（2025） R8（2026）

S

R9（2027）

K

P

I

出前講座・講座等の実施：

20回

出前講座・講習会等の実

施：20回

出前講座・講習会等の実

施：20回

出前講座・講習会等の実

施：20回

出前講座・講習会等の実

施：20回

40回

デジタル機器に不慣れな方等にスマホ・パソコン教室等を実施することで、情報格差の是正を図ることで、だれもがいつでもどこでも情報

を受け取れること、情報を活用できる環境を実現する。

めざす目標・期待される効果

事業番号

事業名称 スマホ・パソコン教室の実施

総務部　情報政策課事業主担課

3-⑧-1

事業責任者 総務部　情報政策課長

取組内容

事業概要
パソコンやスマートフォン等のデジタル機器の利用が増加するなか、デジタル機器に不慣れな方に利用機会等の格差（デジタル・デバイド）が

生じることのないよう田原支所及び文化・公民館振興課と連携し、スマホ・パソコン教室等を実施する。

スケジュール R5（2023） R6（2024） R7（2025） R8（2026） R9（2027）

事業区分 L

調査研究

講座実施

※ロードマップをクリックすると、重要施策別一覧へ移動します 


